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図 人口増加 左 ・右左岸 右 の推移 浸水想定区域による分類  

鶴見川流域の浸水被害危険性と開発状況の関係性についての研究
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 研究背景・目的

鶴見川流域ではかつてから水害が繰り返されてき

た。流域の市街化により保水機能は低下し、水害の

起こりやすい地域となった経緯がある。 年には

鶴見川が総合治水対策の対象河川に指定され、総合

的な対策がすすめられてきた。

本研究では、このような治水対策の実態と都市の

開発・縮減との関係性を明らかにするために、浸水

被害実績や浸水想定区域であることが人口・住宅の

増減に影響を与えると仮定し、実証することを目的

とする。

 研究方法

対象とする地域は、鶴見川の右岸と左岸で浸水危

険性が大きく異なる中流域 図１ とする。

で人口や建物現況 、浸水被害件数 、区域な

どのデータを 分の一地域メッシュ 約 四方

ごとに集計し、人口 や住宅延床面積の増減と浸水

被害その他の要因の関係を分析する。

 分析概要

分類

右岸・左岸の分類と、各メッシュにおいて浸水想

定区域 が面積の 割以上を占めるか否かによる分

類を行い、各分類メッシュの人口増加平均値により

比較する。なお、市街化調整区域 の占める面積が

割以上であるメッシュを除き分析を行う。

浸水想定区域における人口増加数は、どの年間にお

いても区域外の値を下回っている 図 左 。また、

右岸は左岸に比べ、いずれの期間も人口増加が多い

が、人口増加率 傾き に関しては左岸が右岸を上回

っている 図 右 。

数量化Ⅰ類分析

利便性や市街化調整区域であるか否かは開発状況

に大きく影響を与える要因であると想定し、市街化

調整区域を面積の 割以上含むか否か、駅からの距

離 、駅との標高差 ）を説明変数に加え、数量化Ⅰ

類によって分析を行う。居住状況を示す目的変数に

は、人口、その増加・増加率、建物の延べ床面積

合計、その増加・増加率、住宅用途の建物の延べ床

面積 合計、その増加・増加率を設定、浸水被害危

険性を示す説明変数には、浸水想定区域を面積の

割以上含むか否か、浸水実績 を設定する。

平成 年の人口の分析結果と、平成 年から

年までの 年度間の増加についての分析を表１に示

す。カテゴリースコアが正値側に大きいほど、また、

偏相関係数の大きい要因ほど人口（または増加）に

寄与することを表す。

浸水実績がなく、市街化調整区域や浸水想定区域

の外で、駅との標高差が小さく、駅から近いほど人

口が大きい（または増加する）傾向を期待したが、

図１ 対象とする地域
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図１ 対象とする地域

図 浸水想定区域と浸水被害箇所

図 建築面積の推移 図 人口の推移  

一部想定と逆の結果が得られた。そのうち、平成

年間では浸水想定区域であることが正値側の数

値を示しており、浸水想定区域で大きな宅地開発が

あったと解釈できる。

そこで、浸水想定区域内で人口増加が著しい つ

の メッシュ 地区と 地区 について建物の

状況を調べた 図 図 。両地区で、集合住宅の新

築や、工場や事務所から集合住宅への用途変更が確

認できた。

 さいごに

本研究では、浸水想定区域外に宅地開発されてい

る傾向は確認できたが、浸水実績はほとんど考慮さ

れていないことが明らかになり、仮定の実証には至

らなかった。

浸水想定区域の用途 ）は工業地域や準工業地域に

指定されているエリアが多く、住居用途は避けられ

平成 年 平成 年

図 地区 主に商業地域 の建物現況変化

図 地区 主に工業地域 の建物現況変化

ているものの、当該地域における人口や住宅は増え

つつある 図 図 。用途地域等もふまえた分析精

度の向上を今後の課題とする。

また、浸水想定区域外の住居系用途地域でも浸水

被害がたびたび起こっている 図 。浸水想定区域

が住居以外の用途であっても開発されることが流域

の保水機能の低下を導き、そして想定区域外でも浸

水被害が起こることの原因の一つになっている可能

性があり、治水の機能を伴った開発の必要があると

考える。
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表 数量化Ⅰ類による人口に影響を与える要因分析の結果 

アイテム カテゴリー サンプル数
カテゴリー

スコア

偏相関

係数
サンプル数

カテゴリー

スコア

偏相関

係数
サンプル数

カテゴリー

スコア

偏相関

係数
サンプル数

カテゴリー

スコア

偏相関

係数
サンプル数

カテゴリー

スコア

偏相関

係数

実績なし

実績あり

市街化区域

調整区域

想定区域外

想定区域内

15m以上

5m未満

1500m以上

500m未満

サンプル総数

決定係数

期待する

スコアの

符号

目的変数：人口(平成22年)

平成2-7年間 平成7-12年間

市街化区域

浸水実績

最寄駅との標高
差

浸水想定区域

最寄駅からの距
離

平成12-17年間 平成17-22年間

目的変数：人口増加数


